
九州大学学術情報リポジトリ
Kyushu University Institutional Repository

「費用価格」概念と競争について

逢坂, 充

https://doi.org/10.15017/2920526

出版情報：経済論究. 11, pp.57-76, 1962-05-20. 九州大学大学院経済学会
バージョン：
権利関係：



- 57 -

「費用価格」概念と競争について

建 1反 充

( 1 ) 

私たちが『資本論』体系lこ於て，競争なり「競争論」なるものを明確にしな

ければならないという要請は，まずもって資本制生産の現実の運動を具体化し

ようとする場合の前提として，であり，産業循環と恐慌をその具体の姿κ於て
解明するための子がかりをつかもう，ということに外ならない。

ところで現行『資本論』が，殊にその第三巻は「全体としてみられた資本の

運動過程から生ずる具体的な諸形態を発見し，説明することであるJ(Kapital, 

]I. S.47.岩波版（8）の79）とされているにも拘わらず，なお各訴に「「諸資本の競

争」 l乙属する観点」からの問題を保留しているのである。もちろん乙のような

保留の意味と，そこで問題となるべき内容は，今日「フ。ラン論争Jで一応明確に

されたようにマルクスの初期の「経済学批判体系」プランのなかの個有に「資

本一般」に対する「競争篇」ではなくて，マルクスも示唆しているように「世

界市場とその景気変動」 「市場価格の辺動」 「信用の期間」 「産業と商業の循

環jや「繁栄と恐慌の交替」など，総じて「競争の現実的迎動」がその主要内容

をなすものであると忠われるが，乙れらの具体的展開は『資本論』の「計画の
（註）

外lとある」ものとして考察の対象を異lこしていることを述べているのである。

（註）このようにいわれるにしても，いわゆる「競争の現実的運動Jを展開する方法な
いしは視角そのものが， 「資本論」の方法と確然と異なっていなければならないという

ことではあり得ない。ここで私たちが今日「プラン論争」の真の問題点をどのような視

角に求めたらよいのか，について簡単に述べてみたいと思う。

周知のように1867年7月マルクスはその著『資本論・経済学批判』第一巻を発刊して

いる。その後1873年1月に再び問書の第二版がいくつかの記述の変更をもって出版され

ている。所でとの第二版の後書のなかで，私たちがいわゆる「プラン問題」と称して

『資本論』の理論体系の肱格と限界を「経済学批判体系』プランの構想のなかで究明す

る乙とによって，信用論， 11!:界経済論，恐慌論等への具体化の礎石を築ζうとする場合
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まず銘記しなければならない問題点について含蓄のある示唆的な一節を指摘することが

出来るように忠われる。それはプラン問題考察に刈して，いわば方法的理解の視角につ

らなる問題点であるといってよい。

ベ－テJレスフ唄／レク引の「ヨ一ロツ

論；文」のなかl乙於て，マルクスの「研究方法が厳密に実在論的であるのをみるが，叙述

の方法は不幸にしてドイツ的弁証法的である」という批評に対しマルクスは「絞述方法

は確然と研究方法と異なっていなければならぬ。研究は素材を細微にわたってわがもの

とし，その異れる発展形態を分析して，その内的紐帯を採査しなければならぬ。 ζの

仕事が完成した後に初めて，現実の運動はこれに応じて絞述され得る。このことが達成

され，いまや素材の生活が観念として再現されるに至るならば，一見それはア・プリオ

リに構成されたものを取扱うように見えるだろう」 (Kapital, I. S. 17.岩波版（1）の

36）と答えている。

即ちマルクスは，資木制生産の内部組織を一つの有機的関連性において把握する乙と

によって資本の本質関係を分析し， しかる後l乙ζの本質関係の展開lと照応しながら主主述

される限りに於て，始めて現実の具体的な資本制生産の運動態容に接近し得るものと考

えていた。従って資本の本質関係を分析する「資本一般Jの内容規定そのもののなかに

は，当然「競争」や「信用」或いは「w：界市場」へ展開する一般的・核心規定が内包さ
れていなければならないと同時に，他方ー l資本一般」の展開に応じて「現実の運動」の

姿態はより具体的に紋述され得るのであるから，現行『資本論』の理論体系がどの程度

の具体性をもって，ないしは如何なる範囲において「現実の運動」に接近した絞述の体

系であるのかという問題こそが，いわゆる「プラン問題」考察の基本的態度ではないで

あろうか。

即ち研究方法は一貫してきわめて資ぶの本質規定究明であり， 「資本一般」の内容分

析に終始しているのであったが，その「資本一般」の展開に照応しながら「現実の運

動」に接近する技述形式に於ては， 「現実の運動」の主凶司なるj段階ないしは範閉までを

映じているのかということを明確にすることによって， 「資本論』プランの全体系のな

かで残された研究課題をより以上に展開し得る手がかりをつかむ乙とか出来ると考えら

れる。

こういった「プラン問題」に関する基本態度が保持される限り， 『資本論」プランの

史的変遷の過程で，当初のプランにおける個有に i資本一般」に関する内容が拡延され

たという「プラン論争lの過程のなかで明らかになった事尖に対しても，そのtよ；延され
た範凶に応じてはより現実的な資本制生産の運動様式に接近した乙とを示甘ものに外な

らず，それは又「資本一般」の内容を豊富にしたものであったと理解されるのである。

従って「競争の現実的運動」の具体的な展開が「資本論』の「計画の外にある」とし

ても，それは研究方法が異なる乙とによるのではなくて鍍述の対象が異なり，絞述傑

式が新7こな視点IC立つことを意味じているものと思われるが，乙れらの点については稿

をあらためて検討してみたい。なお『資本論』における保留の個所と，それらがどのよ
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うな意味をもって保留されたかについての検討を， 「恐慌論体系」確立を目されて詳細

に展開されている高木幸二郎著『恐慌論体係序説』第一篇「7 ）レクス恐慌論の体系」は

多くの示唆を含んでいる点で参照しなければならない。

しかしそれにも拘わらず，一般的・原理的な抗争は，即ち「概念的には競争

は，資本の内的本性l乙外ならず，多数の資本の相互の問の交互作用として引れ

実現される資本の本質的な規定，外的必然性としての内的傾向にほかならな

い」（Grundrisse, S. 317）ものである以上， 「資本の内的本性」を明らかにしよ

うとした『資本論」体系に於ては当然一般的・原理的な競争は説明せられてい

なければならない。それは「資本主義的競争の原則，即ち一般的利潤率とこれ

によって規定されるいわゆる生産価格とを規制する法則」 (Kapital, ][. S. 58. 

岩波版（8）の96）として具体的に明らかにされたものである。

だがこの「資本主義的競争の原則」を「程々の資本の相互に相対する行動」

のなかで現われるものとして明らかにする課題が，資本制生産の「内的法見IJJ

である「価値法則」を「支配的傾向として貫徹」せしめ， 「法則」として現実

のものたらしめる「具体的形態」に於て規定しようとする『資本論』第三巻の

方法一一この方法によって「近代社会の経済的運動法則」を明らかにする『資

本論』が，古典派経済学を継承しつつも，そのフ勺レジヨア的限界を「批判」し

得ると同時に，真lこ「資本主義的生産方法Jそのものをも批判し得る唯一の根

拠たり何たのである一一ーに従って究明されている限りに於ては，競争を同部門

内競争といい，異部門間競争という，いわば作用態容の二つの型として「差当

り」区分して考察することは，歴史的にはもちろん理論的にも妥当な抽象の制

域の問題であった筈であるo

f!Jlち， 「｝抗争が，差当りまずーっの部面で成就することは，諸商品の租々の

個別的価値から同一市場価値と市場価格とを成立させることであるJ(Kapital, 

][. S. 205. 岩波版（8）の330）ということは，厳密には同一部門内競争はnr場に於
ては同ーのrtf場価格（一物一価として）を成立せしめる以外l乙はなく，この市

場価格が市場価値を中心に変動し，傾向として市場価格をこの部門での「一定

の生産条件Jl乙規定された市場価値に収数せしめるという関係を明らかにする

ものではあるが， しかしなおとの市場価値が現実に社会的な再生産の構造に適
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応したものであるか否かという市場価値決定の要因は，更に異部門聞の資本の

競争を必要とせざるを得ないのである。その場合異部門間相互における資本

の競争は，直接l乙他部門との利潤率（各部門におけるいわゆる「特殊的利潤

率」〉の比較によっては行われ得ず，現実には諸商品の各々の市場価格を社会

的な需要と供給の態容に応じて騰落せしめる価格機構を媒介としてのみ特殊利

潤率の不全与を平均化するのであり，このようにして「相異なる諸部面における

諸資本の競争が，初めて相異なる諸部商の諸利潤率を均等化する生産価格を成

立させる」 (Kapital, ][. S. 205-206.岩波版（8）のおのことができるのである。

乙のように市場広於てはいわば二重の競争の規制をうけて，生産価格は形成

せられるのであり，従って各部門における「相異なる生産諸条件」はこの意味

で「社会的に正常なる生産諸条件」の実を得た具体的な規定をうけ得るのであ

る。従ってX社会的な需要と供給をも内包したものとして社会的な再生産構造

は，この「価格Jの水準で均衡しているといえるであろう。

だがしかしこのような意味で論じられている競争は，前lとも述べたように

『資本論』第三巻の展出のみ「法に従って，即ち資本制生産の「内的法則」とし

ての「価値法則」が「渚資本の競争を媒介としてのみ」みづからを「法則Jと

して「定立」する過程に於て， 「社会の表面にあらわれる」資本の現実的な

「諸姿態」や剰余価値の具体的な諸形態への転化とその内的機構を明らかにす

る創出から考察されているのであるが， 「現実の運動における諸資本」は「彼

ら相互の問の無関心牲と自立性」（Grundrisse,S; 323）のゆえに相対立し，二つ

の競争のいわば「型Jを一体として遂行すべく強制せられているものであり，

競争を「外的必然性」としての作用関係において展開せしめられているものな

のであろう。即ち現実的な「諸資本の競争Jにおいては， r 資本の内的傾向」

が「他人の資本によって加えられたる強制，正しい釣合いをのり越えて，たえ

ずすすめ，すすめ／ とおいたてられる強制として現われる」（Grur由・isse,S. 

317.傍点原文） 態容を展開するような課題を提示しでいるといってよいであろ

う。そうしてこの「競争の現実的な運動」態容は，みづからは利潤の源泉を持

ち得ない商業資本や信用にたづさわる資本をも等しく利潤の分与に介入するこ

とによって一層複雑な作用と関係を展開することになるのである。
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私たちも『資本論』と共に絶えずすすめ，すすめ／ とおいたてられて，概

念としての競争の，その概念の展開を，即ち「内的本性」の「外的必然性」と

して「文明化」する競争の現実の形態や運動様式を解明しようと思う。

乙の場合競争の一般的・原理的な規定の側面が，私たちにとって処女地の闘

拓の拠点となり要素となって接透し，包摂されてこそ豊かな果実をもたらして

呉れるに違いない。
（註1)

本稿ではまず説争の基礎的範曙で、ある「費用価格」をとりあげ，それがどの

ような関連に於て資本主義的競争の「基礎」であるのかということの解明を目
（註2)

的とするものである。そのために「費JIJ価格という新たな範IHJJの特質ーから考

察を始めよう。

（註1) 『資木治』第三迭で｜費用価格」を競争の基礎として述べているのは，およそ次

の二ケ所であろう 0 Kapital, ]I. 58.岩波版（8）の96と， Kapital, ][. 178.岩波版（8)

の287とである。

（註2)1868年4月30円に，マルクスはエンゲルスにあてて書簡を送り，そのなかで『資

木論』第三巻の全貌を示す新らしい，そして最終の篇別プランを知らせている。乙れは

エンゲjレスが現行「資本論』の編纂にあたって，おそらく咋ーのよりどころとしたに1＇日

進ない決定的な注目すべきプランであるが，そのなかでマルクスは，次のように述べて

いる。 I ...・ H ・－－商品の価値をWとし， その賀山価格をKとすれば， W=K十m，従っ

てW m=Kであり，従ってWはKよりも大きい。費用価格という新たな範憶はその後

の展開の詳論において非常に必要だ。資本家は商品をその価値以下で売っても（その費

用価格以上でありさえすれば）利益をあげうるということば初めから出てくるととであ

り，乙れが競争によってひき起される平均化の理解のための根本法則なのだ。 J（岡山市

次郎訳『資本論に関する千紙」上巻，法政大学出版局版.202頁）

C 2 ) 

『資本論』第三巻第一篇は「剰余価値の利潤への転化と剰余価値不の利潤率

への転化」という表題であり，その第一章「費用価格と利潤」に於てマルクス

は費用価格論を展開している。

もちろん章句からもうかがわれるように，費用価格がこの章で考察されてい

る理由は利潤概念導出の前提としてであり，剰余価値が利潤へ転化するための

媒介環であることは言うまでもないであろう。
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では一体費用価格概念にどのような根拠があって，剰余価値を「資本の利

潤」に転化せしめ得るといえるのであろうか。乙の根拠を明らかにしない限

り， 『資本論』第三巻の官章l乙於て「資本の諸姿態が社会の表面に現れ……競

争のうちに現れ……生産担当者自身の普通の意識に現われる時の形態に一歩一

歩近づく］ (Kapital, ][. S. 47.岩波版（8）の80）その第一歩に費用価格を考察す

る論拠は｜悶らかにならないであろうし， 「費用価格という新たな範隠は，その

後の展開の詳論においてゴI＂常に必要だ」と述べたマ Jレクスの真意をも理解しな

い乙とになるであろう。

マルクスは賀用価格を考察するに際して，まず「商品が資本家にとって安賀

するものと，商品の生産そのものが要貨するものとは，もちろん二つの全く異な

る大いさである」 (Kapital, ][. S. 48.岩波版（8）の81）と述べ，商品の生産それ

白体に必要な費用＝商品の現実的な費用とは異なる資本市j生産に特有な費用概

念が問題であることを舎げて「それ故商品の生産において支出された資本価値

のみを補填する種々の価値構成部分を，費用価格なる範曙のもとに総抗するこ

とは，資本主義的生産の特殊性格を表現するものである」 (Ka1批 al,][. S. 48. 

岩波版（8）の81）と規定している。

費用価格という範隔が資本制生産の「特殊性格」を表示するということのゆ

えに，剰余価値は利潤という形態を附与されるのだとv、うととがひとまずでき

そうである。

荘、たちは費用価格論における問題の所在をつきとめ，その核心に一歩接近し

たように思われる。何故なら費用価格概念が，資本制生理lζとつで特有な性格

をもっということをどのように理解し，利潤概念の展開や競争論との関連で乙

れを如何に理解すればよいのか，ということが当然問題とならねばならないか

らである。

従って進んで費用価格の「構成部分」である不変資本C部分及び可変資本V

部分の各々について検討し，両部分を一体として費用価格をなすとする場合，

費用価格が特殊に「資本主義的性格」を表現するという意味を確認しな、ければ

ならない。

そこでまずC部分についてマルクスの述べていることを考察してみよヨ。
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「6叫十時閣労働日に支出された労働の合目的的性格によって，消費され

た生産手段の価値が，乙の生産手設かち生産物lζ移されるc したがって乙の古

い価値は，生産物価値の構成部分として再現するが，しかしそれはこの商品の

生産過程で生ずるのではない。それは以前から前貨資本の構成部分として存在

していたが故にのみ，商品価値の構成部分として存在する。 l'!Pち支出された不

変資本は，それ自身が高品価値lと附加する商品価値の部分によって，補填され

るのである。従って賀用価格のこの要素は二重の志味を持つ。一回ではそれは

支出された資木を補損する商品価値構成部分であるがゆえに商品の費用価格に

入る。そして他面では，支出された資木の価値であるがゆえにのみ，成いは生

産手段がそれだけのものを要費するがゆえにのみ，商品価値の一間成部分をな

す。 J (Kapital, ]I. S. 49-50.岩波版（8）の83)

との文節は内容を理解するうえに梢々難解な表現が使われているが，およそ

Jユ下のように敷布して理解できるであろう。

すなわち如何なる社会形態にあっても，生産手段と労働力とは社会の存続に

絶対的に必要な物質的条件として，その社会の年々の総生産物のなかからtill±長

されねばならないことは云うまでもない。楠日遣されなければそもそも再生産ば

行なわれ得ず人間社会はその存続を中止せざるを得ないのであるから，生産手

段と労働力の不断の再生産はすべての社会形態に共通な再生産の一般的条件な

のである。

従って一定の社会の再生産lζ必要な生産諸要素を補填する基準を与えるとい

う乙と，そしてその基準は，マルクスが資本の有機的組成の本来の基礎として
（註）

規定した技術的組成と，即ち生産力の一定の発展段階l乙対応して「既に生産子

段において対象化されている一定の労働には一定量の生きた労働が対応する」

(Kapital, ]I, S. 169. 岩波版（8）の272）という生産力発展の技術的関係を表現す

るものと，みなすことができるのであるから，そのときどきの社会の労働生産

力の発展程度を表示し，同時lこ総労働生産物の社会的な分配関係を規制すると

いう意味で，生産手段と労働能力の「費用J関係はすべての経済構成体にとっ

て「実存」し意義のあるものなのであろう。
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（註）マルクスが技術的組成という場合，それは資本の有機的組成の技術的な惹礎とし

て，生産過程で機能する素材視点からみた資本の組成の一面であるが，乙れを，即ち労

働過程における生産手段と労働能力との対応関係、を，あらゆる社会形態での社会的再生

産の補頃様式として把えることはあながち不当なことではないであろう。もっともロー

ゼンベルグはζのような「費用j関係の意義を次のように述べている。

「この主主義における費用価絡は，生産された生咲物と，それ以前に生産されてその生産

に消費される1,1ヴ（｛物との｜同の技術的諸関係をも表現する。これらの諸関係はただ商品＝

資本（U!Jtと実存するだけでなく，共Fi~主Ji社会をも合む一切の経i済格f点l乙も実存するので

あるO ｜ （『資本論許」自1（」第ム五＇75

だがしかし，η木i七lj子〈産プ＇Jiよlごよる］「「士；子u主様王℃は，この「賀m」Ill係を特有な
形態で表引する。従ってそのう〉配凶係も特有な形態に対応した特殊な快Jj系を成

立せしめるのである。すなわち，生産子段の私的所有と自然発生的な社会的分業

とに立脚した生産刀法による誕生産の基準は，消費された生産諸要素を直接に

労働生産物の消費と現物による直接代替という関係で補填する乙とはできず，

労働生産物に抽象的人間的労働の対象されたものとして価値を，そしてその価

値の表現形態を与えることによって労働生産物を商品となし，商品の交換を煤

介としてのみ補ii)itされ判るということである。ここにこそ資本fljiJ生産を一定の

Jlt史的生産方法たらしめる根拠があり，他の生産方法とは異なる資本告Jj生産に

特有のぶ義があることはいうまでもないであろう。従って資本価値を支出しな

がら再生産が可能なためには，支出された資本価値が新たに生産された商品の

価値構成部分として表示され，商品の交換を通してその資本価値を補填するこ

とでなければならなL、。そうでなければ価値体系を基準とする資本制再生産は

，その商品形態から流通過程を経て絶えず再び、生産資木の形態に復帰し得ない
（註）

関係lとおかれることになり，そもそも資本制再生産は存立し自ないであろう。

（註）資本市l再生産がその基準を何値関係／［基他づけられていることから， 「商品の費用

悩格は， tょとして資本家的簿記にのみ存在する一項闘であるのではなく，この伽値部分の

独立化は，商品の現実の生産において絶えず実際に自己を貫ぬいていくもの」 (KapL 

tal, I[. S. 48.岩波版（8）の81）であるが，そしてこのことは社会的再生産の一般的条件

をその基般にしているのであろうが，しかしなお「この何値部分の独立化」を，資本制

とl::産は特有な形で行なわしめるところに注意しなければならなし、。
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従って費用価格概念が資木主義的な費用価格であるためには， まず資本が

「価値」として，即ち何らかの具体的な使用価値的内容をもって支出されたが

i伎に，生産物価値の部分でもって補填されねばならず，第二にそのためには新

生産物の価値構成部分をなして，支出資木価値を補填しなければならないとい

うことであろうo k記のマルクスの文節のなかで， 「n用価格のこの要素は二
主のμ｜床を l~iつ」といわれる JJ;，＼合の二j(;I↑牛をこのように理解してはいけないで

あろうか。実際不変資本は， 「具体的な特別な有用的属性」において価値の保

有者として生産過程にあらわれ，生産子段の「使用価値が新たな使用価値の生

産のために合目的的にn日cl'されるいはり， m賀された使用｛1lli値の生産lζ必要な労
働時間は，新たな使用価値の生産lこ必要な労働時間の一部分をなし，従ってそ

れは消賀された生産手段から新たな生産物lこ移転される労働時間J(Ka pita!, 

I, S. 208.岩波版（2）の104）であるという関係によって，不変資本の価値は新生

産物に移転せられ，保存せられるのである。しかもこのように消費された生産

子段の価値を保存し，それを価値構成部分として生産物に移転するのは，労働

が「抽象的人間的労働一般Jとしての属性において支出されたからではなくて

「具体的な特別な生産的形態jによって商品を形成する乙とによるものである

から，実際IC消費されるのは不変資木の使用価値であって，価値は消却される

のではなく，従って再生産もされ得ない関係にあるの ［価値は保存されるので

あるが，労働過程において価値そのものにある操作が加えられるからではな

し価値が元来そのうちに存在する所の使用価値が消失はするが， しかしただ

他の使用価値となってのみ消失するからである。従って生産手段の価値は生産

物の価値において円現するのであるが， しかし正確［ζいえば再生産されるので

はない。生産されるのは， :reの交換価値がそのうちに副現するところの新たな

使用価値である。」 (Ka pita!, I . S. 216.岩波版（2）の117)

従って賀用｛illi{各を構成する不変資本部分についてみても木来商品の価値形成

それ自体lと対しては何ら関連のないものであるが，資本制生産は費用価格のこ

の部分を，仙1{1:ri形態で表現することによって，従って生産過程で消費された生産

子段の価値を新生産物の価値構成部分ないしは価格として表示し，商品交換を

媒介として補填しなければならないところから，逆に費用価格のこの部分が商
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品の価値ないしは価格それ自体の「形成要因」であるかのような外観 生産

過程であたかも価値が形成せられ，創造せられたかのような外観を与えられる

のであり，資木制生産に特有な性格を表現することになるのであろう。

だがしかし，乙のような意味で費用価格が資本制生産に特有な性格を表現す

るといわれるにしても，それは，いわば未だ内実を持たない形態上の特有な規定

に外ならず，不変資本部分の「価格措定」はなお形式的なJ!li定であるとはいえ
（註）

ないであろうか。私たちは費用価格を構成する他の部分，即ち可変資本部分を

考察するならば，費用価格概念が資本制生産にとって「特殊」な性格を最っと

も明瞭に表現するものと考えられるのである。

（註）不変資本部分の価値そのものは生陸過程以前において既に前提せられているのであ

って，ただこの価値部分の流通が，前品交換に対応、した価格形態をとらざるを得ないとい

う商品生産社会に特有な流通様式にもとづいているからである。なお唐突な引用で恐縮

であるが，以下に揚げる文節をここでの問題と関連させて参照することができると思

う。 「貨幣流通の側での価格拾定が，まったく形式的であるのは価値が貨幣流通とはな

んのかかわりもなく前提されていたからであった。資本の流通がたんに形式的でなく，

現実に価格措定をするのは，それが価値を生む（setzen）からである。価値自体が流通

の内部で前提として現われるところでは，資本は他のある資本によって生みだされた価

値としてだけしか存在しない。」 (Grundrisse, S. 415.傍点原文）

不変資本部分について考察した上記の文章に直ちに続けてマルクスは「費用

価格の他の構成部分については全く逆である」 (Kapital, ][. S. 50.岩波版（8）の

83）と述べている。何故なら「この前貸された資本価値は決して新価値の形成

には入らない」 (ibid.，岩波版（8）の83-84）からである。すなわち「資本前貸の

内部では労働力は価値として算えられるが，生産過程ではそれは価値形成者と

して機能する。資本前貸の内部で現われる労働力の価値に代って，現実に機能

しつつある生産資本にあっては，生きた価値形成的労働力そのものが現われ

るJ(ibid.，岩波版（8）の84）のである。

生産過程においては労働力は，生産手段とは異なって価値を有するものとし

ては現われず，価値を形成し創造する機能的な労働そのものである。具体的に

「一人の人間の肉体性，即ち人聞の生ける人格性の中に存して，何等かの種類

の使用価値を生産せんとする場合に，人閣が作用せしめると乙ろの肉体的精神
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的能力の総休」 (Kapital, I. S.175.岩波版（2）の46）として現われるといったほ

うがよい。この機能する「肉体的精神的能力」の発揮によって創造せられた価

値は，乙の生産過程の内部で形成せられた唯一の「本源的価値」であり，この

過程そのものによって生産された生産物の唯一の価値部分である。従ってこの

価値部分は不変資本の価値のように新生産物K移転せられ保存せられてその価

値構成部分をなすという関係lとはあり得ない。そうではなく労働力の価値その

ものは現実にあらたに再生産せられているのであり，しかもなお剰余価値部分

をも伴なって創造せられているのである。

したがって費用価格を構成する可変資本部分は，木来決して剰余価値部分か

ら切断せられてそれ自体として独自に商品の価値構成部分とはなりえない矛盾

した関係にあるにもかかわらず， 「資本主義的生産の立場からは，必然的lζ顛

倒された｛土庁J(Kapital, J[. S. 51.岩波収（8）の85）によって，可変資本部分そ

れ自体を尚品の価格構成部分として理解するところに費用価格の資本主義的な

本質規定があるのであろう。

「資本主義的生産様式が，奴隷制lこ基づく生産様式から区別されるのでは，

なかんずく，労働力の価値または価格が，労働そのものの価値または価格とし

て，即ち労働賃銀として表示されるというととによってである。したがって，

前貸資本の可変価値部分は，労働賃銀lこ支出された資本として，生産において

支出されたすべての労働または価格を支払う資本価値として現われる。」（ibid.

岩波版（8）の85)

貨幣関係が賃銀労働者の無償労働を隠献するという乙と，労働力の価値及び

価格を労働賃銀の形態［乙，ないしは労働そのものの価値及び価絡！と転化せしめ
（註）

るということの「決定的重要性」を認識する乙とは私たちにとっても決定的lと

重大なことである。

（註） Kapital, I . S. 565.岩波版（3）の388.

即ち前にも述べたように可変資本部分は，本来価値を有するものではなく価

値を形成し創造する機能をもった労働そのものの指標であるにかかわらず，資

本制生産はこの労働の機能そのものを価値とみなし貨幣を支払つで購買する。
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この購買のための資本支出においては，労働の機能そのものが「費用」と観念

され，従ってこの「費用Jは，本来剰余価値部分と切り離しては商品の価値を

構成しえないという関係にあるにもかかわらず貨幣関係の不合理な形態によっ

て商品の価格を形式的に構成するという限りで， ［労働力の価値」のもつ特殊

的な機世上の役割も同時に形式化せられ，単lこ「流動資本」という範陪のもと

に不変資本と同一視されてしまうのである。このように費用価格を構成する阿

部分は，本来機能的l乙全く異質な出自によって形成せられているのであり，従

って同一性質のものとして概念上一体化しえない関係 資本と労働の矛盾関

係ーーを有しているのであるが，資本制生産はとれを形式的に同質化し一体化

する乙とiとよって，資本が「商品の価値形成過程及び従って資本の価値増殖過

程において機能的に異なる役割を演ずる」 (Kapital, ]II. S. 52.岩波版（8）の87〕

根拠を，商品の価値が費用価格として構成せられる形態のなかに埋没させてし

まうのである。ここに費用価格なる概念が，生産過程における資本と労働の基

本関係を内政し，資本家的lこ隠蔽せしめ形式的に止揚する形態として資木主義

的な本質規定があるとJさえられるのであり，乙の本質に於て費用価格は資本制
（註）

生産に「特有」な性格を表担するといいうるのではないであろうか。従って

「不変資本と可変資本との区別の消失Jは費用価格の資本主義的な本質規定か

ら説明されるべきであって，それが単にG WとW' G rの過程において貨幣

を導入し価格関係を媒介とした貨幣表現による価値の同質化にのみ「消失」の

根拠を求めてはならないであろう。 f労働力の価値jの賃銀化によってあたか

も全労働が支払労働として現われ，支払労働と不払労働との区別の「岐跡jが

なくなるのに対応して，害警用価格（乙於ては「不変資本と可変資本との区別」の

痕跡も又絶たれるのである。

（註）費用価格の規定に関し，長近注目すべき見解として「利潤論研究J （鈴木鴻一郎

矯，東京大学出版会l反）のなかの諸論文があり，特に何有iとtb2用｛凶格；；；liを考察されてい

る者同弘氏はその第一論文において次のように主張されている。即ち氏によれば， 「マ

ルクスは「費用価格Jを，産業資本の循環形式G W＜会m ・W'-G＇のWとW＇との仙
値関係において直接に規定している」（同省., 15頁傍点原文）面と「GとGFとの価格関

係を通して規定しているJ（同上．，傍点原文）面とがいわば混在していることを指摘さ

れつつもj兵にマルクスが「「商品が資本家に要賀させるもの」をもって「民府側絡」
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を規定しようとしたのであれば，明確にW'--G＇として実現される i匂品資本W＇の販売価

格と生産諸要素の購買価格との関連において，従って価格闘係において規定すべきであ

った」 （司畜., 15-16頁傍点原文）と主張されて，費用価格を流通形態上の規定に於て

のみJ'Jl/9卒しようとされるのである。このような論点lごたつことによってのみ，利ill，平lj

制率の規定，従って生出価格と価値法＼lUとのl勾的関連は明確になるといわれて， 『資本

論JItft三巻の！民間の不純伯、をJi£く指摘されているのである。ところで「資本；1命』の展］｝fj

が「首尾一貫」しているか司、かというととはひとまず間わないとしても，マルクスが費

用｛山格を価値関係において考察したという ζ とは，出用価格の本質的な規定を「資本主

義的生産の特殊性1名」を表現するところに求めたのであろうと思われるの j或程費用f耐各

は，私たちも後程考察するように流通形態規定の一面をももつものではあるが，費m価
格を価格関係としてあらしめる根拠を追求することがその木質を問うことになるのでは

ないであろうか。

以上述べたように買用価格概念が， 「消費された生産手段の価絡と充用され

た労働力の価格l(Kapital, J[. S. 48.岩波版（8）の80）とを補填する流通形態上

の規定，即ち貨幣形態において規定される恨拠を，費用価格を構成する価値関係

の内部で析出される資本と労働のn之本関係が形式的lこ隠蔽された形態であると
乙ろに求めること，ここにこそ費用価絡の資本制生産lこ特有な意義があると考

えられるのであり，乙のような理解によって初めて真に剰余価値が利潤形態に

転化し価値が生産価格形態lζ転化する根拠も明らかになるものと考える。それ

は直接生産過程において内的に規定され科学的分析によって析出される主体と

客体との関係が，「社会の表面ーに現われる」資本の運動形態にとっては顛倒され

た関係を形態の内部でまず明らかにする概念に外ならない。従って乙のような

費用価格の特質からは，資本と労働Jの搾取関係を本直に表現する剰余価値率を，
（註）

不I]j~』率 lζ転化するモメントが与えられることになり，利潤概念は「手IJ潤率を介し

ての移行によって剰余価値が利潤の形態に転化される仕方ーは，……主体と容体

との顕倒の一層の発展」 (Kapital, J[, S. 65.岩波版（8）の107）として資本関係の

一回のMLf必化を表現するととになるのである。何故なら「労働の全ての主体l羽

生産諸力が資本の生産諸力として」 (ibid.，岩波版（3）の107）現われるからであ

り，それは「一面では価値が，生きた労働を支配する過去の労働が，資本家に

於て人格化され，他而では逆lこ労働者が，単lこ対象的な労働力として，商品と

して現われるj (ibid.，岩波版（8）の10わからに外ならない。
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（註）手lj澗概念は，剰余fdliii直率が平l]i白率へ転化する乙とから説明せられなければならない

，というマルクスの周知の命題（Kapital,ID.. S. 63. 岩波版（8）の104）は，費用価格

の本質規定によって，即ち「一方の極で労働力の価格が労働賃金という転化された形態

で現われるのであるから，反対極で剰余悩値が利市jという転化された形態で現われるJ
(Ka pita!, ID.. S. 57.店波版作）の95）ことに基礎をおいているものであろう。

( 3 ) 

私たちは前節に於て，労働の機能そのものの価値化とそれを通して資本家的

にあらわれる労働力の価値の賃銀化によって，資本価値が費用化される形態の

内部に隠されている本質を明らかしこし，その本質が顛倒された関係を示す概念

として費用価格の特質を／Ii；察したのである。

しかし同時に，資本制生産lこ特有な買用価格が資本関係を1,.2，赦する形態であ

る以上，資本価値の抗通形態を価格表現形式で行なわしめる流通形態規定に則

して費用価格を把握するのでなければ，概念規定としては一面的にならざるを
（註）

得ないであろう。

（註）貸用価格が貨幣表現において， 「「資本家白身」にとってあらわれるようなあらた

な形態規定となりうる」 （鈴木柄引i篇「利潤論研究』の岩田弘氏論文， 16頁）にして

も，この形態向休においては，費用悩格が資本制生産にとって特有な「あらたな」関係

はホされていないのであって，この関係そのものは貸用価格を構成する価値部分の「あ

らたな」構成関係のなかで初めて究明されるということを識らなければならない。

さて費用価絡の資本主義的な本質規定からは，不変資木と可変資本との区

別，即ちそれらが生産過程lこ於て「被能的［こ異なる役割を演ずる」区別は消失

しているのであるから，「｜制品の費用frJJi格」は貨幣価格としては，支出された貨

幣の量を回収し，この貨幣の量をもって素材を異にする前貸された生産諸要素

を再び買い民して資本価値を補填しなければならないことを条件づけるだけで

あるコ従って流通形態上の規定においては，費用価格は前貨資本の却なる形式

的な補±！！！様式となる。事実又マ jレクスは，以上のような規定の側面をも把えて

いるのである。即ち費用価格においては，既成の現存する諸価値一一生産物価

値の形成に入る前貸資本の価値部分 がみえるだけであって新価値を創造す

る要素が何もみえないのは，不変資本と可変資本との区別が泊え去っているか
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らだ，という乙とから続けて次のように述べている。

r500傍という全費用価格は今や二重の意味を得る。第ーには，それは600務

という商品価値のうちの，商品の生産において支出された500窃の資本を補填

する構成部分であるという意味と，第二l乙は，商品の乙の価値構成部分そのも

のが存在するのは，前もってそれが充用された生産要素……の費用価格とし

て，即ち前貸資本として存在していたからに外ならないという意味とが，それ

である。資本価値が商品の費用価格として復帰するのは，それが資本価値とし

て支出されたからであり，またその限りにおいてである。」（Kapital,m. S.52. 
岩波版（8）の87)

ζ 乙では資本価値が前貸され貨幣支払として支出されるという乙とから，費

用価格は，その「前貸資本価値Jを貨幣でもって回収し補損するもの，即ち資
本の前貸→費用価格での復帰という関係を示すに過ぎないものとなる。資本家ー

は不変資本も可変資本をも等しく「対象化された価値」とみなして一様に前貸

する。従って資本が，その機能上生産過程の内部でどのような特殊的役割をは

たす乙とによって，資本価値を費用価格として復帰せしめ得るのか，という乙

とには何ら関与しない。ただ費用価格は，一般に商品の生産において支出され

た「資本価値」によって等しく形成せられるという外観を与えられ，それに対

応して剰余価値は可変資本の「価値変動力」のみから生ずることが否定せられ

て，前貸された総資本の「所産」と観念され， しかも総資本の全ての部分から

「均等に」生じたものとして利潤の形態を与えられることになる。

乙のような流通形態上の外観が極限lζ達すると，費用価格は資本家自身が商

品の生産のために支払った生産諸要素の「購買価格」として現われ，資本の単

なる維持のために必要な価格として「商品の本来の内在的価値」とみなされる

乙とになり， ζれに対応して剰余価値は資本家にとっては， 「商品の費用価格

を超える商品の価値の超過分としてではなく，商品の価値を超える商品の販売

価格の超過分」 (Kapital, ill, S. 58，岩波版（8）の96-97）・ないしは「費用価格を超

える商品の販売価格の超過分」としてあらわれる関係になるのである。従って

商品の販売価格の「最低限界」は，費用価格によって規制せられるということ

から，商品が費用価格以下で販売されるならば，支出資本価値は販売価格によ
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って完全には補填せられなくなり，乙の状態が続くならば「前貸資本価値」は

死滅の悲運にたたざるを斜ーないであろうし，これとは反対に商品を費用価格以

上で販売するならば，たとえそれがその商品の「価値」以下であったとしても

なお利潤を得る乙とが出来る関係にある。

費用価格が「尚品の生産過程そのものによって規定された購買価格」（ibid.' 

岩波版（8）の96）としては，生産過程における個別的生産条件の特妹的な相違は一

様化され，生産過程が資本の価値増刑過程として存在するのでなく，却に資本

の変躍の一段階として商品の蹄買過程とみなされ，従って資本の疏通過程と同

質化されると，貸用価格l立内品の購買・販先の述鎖関係lこ於て資本価値の単な

る再生産を保証する「最低限界］価格としての基準を制制するものとなる。

以上のような費用価絡の流通形態規定における志義を認識することは重要で
（註1)

ある。費用価格の購買価格化と，それを通しての生産過程の購買過程化による

流通過程との同質性が， 「諸投資聞の競争の基礎」をなすからであり，従っ

て同時にこの「基礎は」「商品の価値と費用価格との差異と，この差異から生ず

るところの，利潤を得ながら商品を価値以下で売る」 (ibid.，岩波版（8）の96）諸

販売価格の「不特定列」の可能な形態様式にその根拠を有しているからに外な

らない。現用価格を流通形態規定に則して反闘することが，価格形態自身のな

かに形式的に与えられている商品の価値と価格の「量的不一致の可態性」をい
（註2)

わぽ必然化する根拠を明らかにすると同時に，この根拠を「諸投資閣の競争の

基礎」とすることによって「資本主義的競争」は社会的な資本の運動関係を規

制するものとして「一般的利潤率とこれによって規定されるいわゆる生産価格

とを規制する法見｜］」を成立させるのである。

（註1）マルクスは「平河利潤を羽山させる諸投資問の競争の基礎」をなすものは！費用

価格の均等性」 (Kapital. ][. S. 178岩波絞（8）の289）であると述べているが，との乙

とはひっきょう各個別］資本の生産条件の相違を一様化する費用価格の購買価格化によっ

て，等しい大いさの資本部分が前貸されている諸生産部門の各生産物については，費用

価格は「均等」であるということにもとづいているのである。

（註2〕商品の｛［！日値と価格の乗離の！リ能性は価格形態自身のなかにあり，資本制生産はこ

の形態を自己の生産様式に適応した合王盟的な形態となすことは，マルクスの指j肉してい

るところであるが， (Kapital, I , S. 107，岩波版（1）の198）費用価格は，このような
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仰1格形態l乙内実を与え，資本f/jlj再生産を可能ならしめ資本の自己目的である価値増殖を

遂行するための不可欠な一定の価格（生産価格）を具体的に成立せしめる契機を与える

という意味で必然的なのだといえないであろうか。

荘、たちは， 「競争」の「基礎純情Jといわれる「費用価格」を以上のような

流通形態規定の側面に於て確認することができると思われる。

即ち各個別資本の生産過程に偲有な生！主条件の相違や回転期間の相違による

抗争の制約一一資本は自己の力！とおいて，生産条件の相違を生産過程の内部で

尖質的に均等化し得ないところから来る制約一ーを流動的に解放して，従って

又これらの制約からくる個別手リ潤率の相違を単なる利潤量の相違となし，量的

関係に解消せしめ相互に比較し得るような形態を与えるととによって，ひいて

は社会のすべての資本の個別的ないしは特殊的利潤率の相違をも許しがたいも

のとして，同部門内，具部門問を問わず出資本の手lj潤率の発異を均等化しよう

とする「諸投資聞の競争」の［基礎」こそ，すぐれて白用価格であり，費用価

格の価格形態にその根拠を与えられているといいうるであろう。換言すれば，

ー般的利潤率とこれによって規制される生産価格の法則は，各個別資本の生産

性の相違と回転期聞による相違とを生産過程l乙固有な，資本の力では実質的に

均等化し得ない実体として容認しながらも，他方商品のいわば販売過程である

流通過程においてこれらの相遣を価格機構を媒介として形態的lζ流動化せし

め，等しい大いさの資本に対する等しい利潤の分配を要求する資本家関係によ

って，形成せられるのである。乙乙では従って各個別資本は， 「社会的総資本

の単なる可除部分」 (Kapital, ][, S. 184，岩波版（8）の295）として現われ「その前

立資本l乙比例して利潤を打出すJ(ibid.，岩波版（8）の295）乙とができる。このよ

うな「平均利潤」は，従って各個別資本のその個別性には関係なく社会的総剰

余価値の各個別資本額に対する可除部分として社会的規定を与えられ， 「特

殊の生産部面からは独立したj価値額として諸資本のあらゆる特殊的ないしは

個別的諸条件の相違からすべて抽象された存鋭的な「増殖額」としてあらわれ

る。資本はすべて一様に資本として，無差別な自己増殖的価値額として等量の

利潤を取碍し得る関係、を作りだす。しかしもちろん現実の資本制生産は，この

ような均衡関係、をのり越えて絶えず不均衡に転化せざるを得ない内的衝動を，
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資本の本性として有しているのであるつただ資本の「内的本性」が，資本相互

の問の「交互作用Jとして展開されるモメントを，流通形態様式に基礎づけら

れるならば，資本の「特殊性」から抽象化された「一般性」において，均衡関

係を傾向として社会的に成立せしめるものであるに過ぎない。では一体「競争

の現実的運動」の展開は，戸Jlこ基礎を求め，その基礎をどのような根拠におい

て，均衡の破壊を展開したらよいのか。

私たちはこれまで，費用価格を l商品の生産過程によって規定された購買価

格」として現われる形態において多＇ N用価格が「競争」の「基礎」であること

のぷ味を考察したのであるが，しかし賀用価格概念が「商品の生産に現実に支

出された資本価値部分Jとして「生産費用Jであるi絞り，これを決して単なる

尚品の購買価格と同一視しえないことは当然であろう。それは流通部面にあっ

て「商品の転態を媒介する」商業資本が，商品の購入のために支払う貨幣の量

士購買価絡として無芳今別に貨幣表思をとるものとみなすことはできないのであ

って，前節で明らかにしたように生罪過程に内的に規定されている資本間｛系を

形態的に隠蔽するものであるとはいえ，なお内政している概念であった筈であ

る。

111]ち生産手段の私的所有と討会的分業の自然発生にもとづく資本告lj生産にお

いては， 「資本は多数の資本として存在し， それより外存在しえない」 (Gru 

ndrisse, 3317）のであるから，諸資本の生産過程［こ内的に規定された資本と労働

の基本関係を表現する費用価絡は，生産が諸資本の私的生産として行なわれる

ことに対応してもともと「それぞれの生産部出の内部における支出によって定

まるJ (Kapital, I[, S. 183. 料法版（8）の295）特殊な規定をもつものであった。

しかもそれは， ー定の生産諸力の発展程度を表示しその基準者という一面が，

資本制生産株式にとっては各資本の生産諸力の基準を規制するものとして資本

関係を表現することになると，生産部門を異にする各資本の生産性の相違，即

ち資本相互の関係として生産過程における各資本の独白性を示すものなのであ

った。

従って「ー資本家が彼の商品をその生産価格で、売るとすれば，彼は……消費

された資本の価値の大いさに比例して貨幣を回収し，社会的総資本の単なる可
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徐部分としての彼の前貸資本に比例して利潤を打ち出すのである。紋の費用価

格は特殊である。この費用価格への利潤附方IIは彼の特殊の生産部面からは独立

のものであり，前貸資本100あたりの単純な平均である。」（Kapital, ][. S.183 

-4.岩波版（8）の295）。平均利潤が社会的規定をうけた「社会的価値」であるこ

とに対比しては，費用価格は各個別資本の生産過程における生産条件の相違を

妄現し，私的生産であるととからくる諸資木の相異なる生産力の発寝水準を規

制する基準を示すものとなるのである。

従ってマルクスが， 「資本主義的競争Jの「基礎Jを費用価格の流通形態規

定性に求め，その展開を費用価格の「以低限界」価格としての水準lこ置いたと

するならば，在、たちは「現実的な競争jの基礎を「生産価格」であるとし， tt
用価格の本質規定にその展開の根拠を求めることはできないであろうか。

生産部門を具にする各個別資本の生産条件の柁違からくる費用価格の佃別性

と， 「この特定の生産部面における特定の資本lとよって所与の時間内lこ生産さ

れる利潤量によってでなく，総生産において充用された社会的総資本の可除部

分としての各充用資本に平均的に初当てられる利潤量」 (Kapital, ][, S. 183, 

岩波版（8）の295）の合体lとより形成せられる諸商品の価格に対して，そのうえで，

現実的な競争という外泊強制によって諸資本が各生産部門の相違にかかわりな

く超過利潤を伺るためには，自己の私的生産過程で生産条件の「個別性」を示

す費用価格を低下せしめること以外にはあり得ないであろう。そうすることに

よって同部門に於ては勿論，異部門lと対しでも平均利潤以上の利潤，即ち費用

価格部分を低下せしめる乙との出来たその部分を，超過利潤として取得しうる

のである。そしてそのための子段として資本家の実践的立場からは，まず費用

価格の低下は，労働賃金の「労働力の価値」以下の引き下げによって行なわ

れ，或いは生産諸要素をできるだけ安く購入したり，生産過程でできるだけ「

節約的」に消費したりするととからも可能な乙とではあろうが，なおこれらの事

情は偶然的な出来事ーであるに過ぎない。資本は自己の生産過程で合理的に「費

用」を低下せしめる手段を発明しなければならない。それは， 「個々の資本家

の意識に上る仕方」においては，同数の労働者によって同時間内により多くの

商品量を生産することに外ならない。このととは労働時間による価値規定の法
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則！こ従って，より少ない労働をもつで商品を生産すると~；；；＇；：＿，意除するものであ

る。即ち労働の生産力を高め，労働の生産力の発展による「労働の節約」を可

能にする方法は，資本家の志識の背後において厳然として不変資本と可変資本

との区別を確証し，その比率を高める乙と，資本の有機的構成を高度化せしめ

ることによって始めて合理的に行なわれ得るのである。

以上みできたように， 「競争の現実的迎動」が「生産価格jを基礎として展

開されるとするならば，産業資本は，みづからにとって個有な概念である費用

価格が単なる購買価絡でありえないとごろから，自己の内部に即ち生産過程lこ

深く沈澱しで合理巾lこ超過利潤を取得し得る根拠を有しているのであり，これ

に反して商業資本は，産業資木の生産lζ規定された販売価格を外的に与えられ

たものとして，自己の購買価格となさねばならないところから，商業資本によ

る超過;j;ljj/;:jの恨拠を，商品の流通を媒介する迷度κ求めなければならない。こ

こで生産価格を基礎としている限り，商業資木においても一般的利潤率は外部

的lこ与えられているのであるから，超過利潤は，商業資本が社会的平均回転以

上の凶転をなすことによって，獲j与するより外ないのである。ここに，産業資

本と商業資本の超過利制獲得線式の相違による社会的な資本の運動が， 「産業

と商業の循環」をひきお乙す起動力としてあるように思われる。

私たちは，資本の現実的な運動lζ接近する一過程において尚業資本の展開そ

あらためて振りかえる必要がないであろうか，今後の研究課題とならざるを得

ない。

(1962. 2. 20) 




